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1-4 教員組織 

 

 Ａ群・大学院研究科の理念・目的並びに教育課程の種類、性格、学生数との関係における当該大学

院研究科の教員組織の適切性、妥当性 

 Ｃ群・任期制等を含む、教員の適切な流動化を促進させるための措置の導入状況 

 Ｂ群・研究支援職員の充実度 

 Ｂ群・「研究者」と研究支援職員との間の連携・協力関係の適切性 

 Ｃ群・ティーチング・アシスタント、リサーチ・アシスタントの制度化の状況とその活用の適切性

 Ａ群・大学院担当の専任教員の募集・任免・昇格に関する基準・手続の内容とその運用の適切性 

 Ｂ群・教員の教育活動及び研究活動の評価の実施状況とその有効性 

 Ｂ群・学内外の大学院と学部、研究所等の教育研究組織間の人的交流の状況とその適切性 

 

 本研究科の教員組織は、専任教員、兼担教員、兼任教員そして客員教授から構成されている。2006

年５月現在、本研究科の総教員数は61名で、その内訳は専任教員21名（専任教授13名、助教授７名、

助手１名）、兼担教員４名、兼任教員36名である。また客員教授は４名である。2006年度春学期開講科

目数は116科目である。専任教員の担当科目数は80科目数で全体の69.0％である。 

 専門職大学院設置基準では、専任教員の約30％は実務家教員であることが定められており、現在、

本研究科は６名の実務家教員を任用している。その内訳は、５名の専任教授と１名の専任助教授であ

り、基準を満たしている。実務家教員以外のアカデミック教員15名のうち、博士学位所有者は10名で、

修士学位取得者は５名である。 

 総教員の男女構成比は女性教員が10名でその構成比は16.4％である。外国人教員数は４名で総教員

数に対する割合は6.6％である。本研究科の教育目標である「国際的視野を身につけた企業家精神に富

む人材育成」のためには、英語による授業の増大が望まれており、外国人教員や英語講義ができる教

員の比重を高めることが今後の課題となっている。 

 各プログラムの教員配置については、本研究科は基礎学部を持たない独立大学院であるので、本研

究科の教員組織は博士課程プログラム及び修士課程プログラムを担当しうる大学院担当資格教員をも

って構成している。専任教員の専門領域は、「マネジメント」、「ファイナンス」、「マーケティング」、

「アカウンティング」そして「オペレーションズと情報システムズ」とに分かれ、各専門領域への教

員配属数については教育効果を損なうことがない様に教員数のバランスに注意している。 

 教員に対するカリキュラムや教育方針の伝達と教員間の意思疎通のためには、各セメスター開始前

に、専任教員、兼担教員そして兼任教員から構成される「教員会議」を開催し、教育の質を高める方

策についてのオリエンテーションを実施している。 

 本研究科の教員人事には、任用人事と昇任人事とがある。 

 教員人事は、本研究科教授会の審議、研究科長会、常務委員会そして学校法人理事会の承認を経て

最終決定される。教員人事の案件は専任教授会の専決審議事項であるので、専任教授会で審議されて

いる。 

 専任教員の任用は公募制と推薦制で行われている。任用人事のおもなものは補充人事である。補充

人事は定年退職等により欠員が生じた場合に補充される任用人事である。本研究科では、計画委員会

で補充人事の募集方法が検討され専任教授会で決定されるプロセスをとっている。アカデミック教員
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の応募資格者の資格としては、１）本学教育方針の理解者、２）優れた教育研究業績のある者、３）

博士学位の取得者、４）国際的研究教育活動の経験者、５）実務経験のある者等の基本条件を求めて

いる。 

 昇任人事は、助教授から教授への職位昇任の人事である。計画委員会で昇任候補者の教育歴、研究

業績、学生授業評価、年齢等のデータによる総合評価により昇任候補者案が作成され、研究科長会で

の各研究科推薦の候補者との調整により候補者の決定がなされる仕組みとなっている。専任教授会は

研究科長会で調整された昇任候補者の審査のために審査委員会を設置し、審査報告書に基づく昇任審

査の審議により決定がなされている。 

 本研究科は、教員の研究教育活動を支援するために本研究科合同研究室を設けており、現在、学科

嘱託職員２名とパートタイム職員２名が勤務している。研究教育活動支援の体制としては、この他に

客員教授の教員補佐をする教育補助員（Teaching Assistant）制度や、国際マネジメント学術フロンテ

ィア・センターがリサーチアシスタントを雇用する制度を設けている。今後、これらの組織と制度を

有効に活用して教育効果を高めることも課題となっている。 

 

 

1-5 研究活動と研究環境 

 

 Ａ群・論文等研究成果の発表状況 

 

 本研究科はミッションの中で、「先駆的な学術研究の推進による独創的な知見を創造」を掲げ、研究

活動を研究科が担う重要な活動の１つとして位置づけている。この目標を達成するために、本研究科

では合同研究室ならびに学術フロンティア・センターを組織し、専任教員の研究活動支援の体制を整

えている。学術フロンティア・センターでは年に数回、学外から研究者を招いてワークショップを開

催している。また、毎月１回、専任教員によるランチ・ミーティングを開催し、食事をしながら穏や

かな雰囲気の中、教員相互が情報交換できる場を提供している。 

 本研究科は、経営学の専門書として「青山マネジメント・レビュー（AMR）」を編集し、年に２回発

行している。AMRはプレジデント社から一般書として市販されており、専任教員が研究を広く発表する

機会を提供している。AMRの編集は研究科内にAMR編集委員会を設け行っている。編集委員会が作成し

たAMRのコンテンツ案は教授会に提出され、全教員の意見を取り入れる形で決定される。 

 各教員には、研究活動の状況報告として、毎年の「大学教員経歴業績書」の更新が義務づけられて

いる。また、科学技術振興機構の「研究開発支援総合ディレクトリ調査」にも参加している。学術賞

の受賞記録は法人本部の発行する「青山学報」に掲載される。 

 今後は、研究科ミッションの達成のために、研究活動の質、量を高めていくとともに、教員相互の

研究報告、議論をより活発に行うことが必要である。具体的には、教員による研究報告会の定期開催

が考えられる。 

 

 

 




